
 

 Ｃ病院病理部で再検討した結果、大腿静脈内膜組織中の腫瘍は切除断端から

2.9cm 離れており、十分な切除縁のある広範切除術であったと判断され、放射

線治療を行わなかったのは妥当であったと考えられる。 
 本例は臨床的には術前化学療法により腫瘍縮小効果が見られたが、切除標本

における壊死率が 50％以下であり有効とは判断されなかった。しかし、化学療

法が著効しなくとも生命予後を改善させるとする報告があり、本例に術後化学

療法が行われたことは妥当であったと判断される。 
3-2 手術標本の病理診断に関する医学的評価 

 Ｃ病院における断端検索で、断端に腫瘍浸潤なしと診断されたが、大腿静脈

の内膜組織中の腫瘍は、当初認識されていなかった。再検討の結果、「大腿静脈

内膜組織中の腫瘍は切除標本の近位断端から標本上の計測で 2.9cm の部分に存

在しており、血管断端を含め切断端には腫瘍は認められない。」と報告された。 
 本例の腫瘍の血管内増殖様式は極めて特異であり、病理組織標本で大腿静脈

内膜組織中に腫瘍が確認されたとしても、血管内での腫瘍増殖を予測すること

は困難であったといえる。しかし本例の貴重な経験から今後は、静脈壁中に腫

瘍が存在することの予後への影響、腫瘍の広がりを十分に検討する必要がある。 
3-3 術後経過観察と画像診断に関する医学的評価 

 骨軟部腫瘍の術後再発・転移様式としては一般的に局所再発あるいは肺転移

が多く、Ｃ病院で行われた局所 MRI と胸部 CT 撮影による経過観察は標準的な

ものであった。本例のように明らかな肺転移巣や局所再発がない症例に血管内

にほぼ限局した腫瘍の再発が生じることはきわめてまれである。 
 術後の局所再発の検索範囲は、術前の腫瘍の画像診断上の位置から決定され

るのが一般的であり、この点でＣ病院による術後 MRI の撮影範囲は妥当なもの

といえる。全身の画像を経過観察として広範囲に撮れば、まれな腫瘍再発など

も検出可能であるが、CT では被曝の問題があり、MRI では検査の煩雑さのた

めに一般には行われていない。 
3-4 血管内腫瘍再発の生前診断及び治療の可能性についての医学的評価 

 本例は退院後 3 ヵ月毎の外来診察をうけ、経過中に、右下肢の浮腫がみられ

ていたが、本例のように血管再建術を含む大きな組織切除をうけた患者では、

しばしば認められる症状であり、本例でも通常見られる範囲内であったと報告

されている。 
 6 月下旬、Ｃ病院外来受診時「右足のむくみがひどくなった」「右大腿上部か

ら鼠径部に血管が浮き上がってきた」と医師に不安を訴えているが、医師は特

別強く訴えられたとの認識はなかった。時間的制約の大きい外来診療で、個々

の患者の訴えに真摯に耳を傾け、丁寧に診察することは容易ではないが、これ

までと異なる症状や患者の訴えに異常の徴候をとらえ、患者の要望・不安に配

慮した詳細な診察と必要な場合は標準以上の検査も行うことが、専門医に求め
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られる診療態度であり診療能力であると考えられる。 
 仮に、この時点で造影 CT 撮影を行っていれば、肺塞栓症による突然死を避け

られた可能性はあるが、本例のような特異な再発をきたした腫瘍の根治的治療

は不可能であり、死亡を避けられた可能性はきわめて低い。 
 病状急変後の、A、Ｄ病院の救命治療については適切に行われていたと判断さ

れる。 
 

4 結論  

4-1 経過  

 本例は、右大腿部の滑膜肉腫に対して、術前術後の化学療法と広範切除術並

びに大腿動静脈再建術を行ったが、血管吻合部から下大静脈内に腫瘍の再発増

殖による腫瘍塊を形成し、手術の約 9 ヵ月後に腫瘍の離断遊離組織による致死

的肺動脈幹塞栓症をきたした事例である。 
4-2 調査及び評価の結果  

 (1)  臨床診断・治療について 
 滑膜肉腫の原発巣に対する術前術後の化学療法および広範切除術はがん治療

として高度の医療水準を満たす適正なものであった。 
 広範切除術は、肉眼的に十分な切除縁が得られ、病理診断で断端に腫瘍浸潤

なしと診断されたことから、治癒手術と判定され、放射線治療の追加は不要で

あると判断されたのは妥当であった。 
(2) 病理診断と再発予見性について 

 大腿静脈の内膜組織中の腫瘍は、Ｃ病院では当初認識されていなかったが、

この病変は切除断端から最も近い部位で 2.9cm 離れていたと報告されている。結

果的には、大腿静脈の内膜組織中に残存した腫瘍が、下大静脈内腔で再発増殖

したと推定されたが、本例の血管内における腫瘍の増殖様式は、極めて特異で

あり、手術検体で大腿静脈の内膜組織中に腫瘍が存在することが確認されたと

しても、本例に認められた血管内再発を予見することは困難であったと考えら

れる。 
(3)  術後経過観察と生前診断の可能性について 

 骨軟部腫瘍の術後再発・転移としては一般的に局所再発あるいは肺転移が多

く、胸部 CT と局所 MRI 撮影による経過観察が標準的である。本例の MRI 撮

影範囲は通常の局所再発の検索範囲としては妥当であったが、再発腫瘍は MRI
の冠状断で最も腹側のスライスよりもわずかに腹側に存在していた。また、本

例で認められた右下肢の浮腫は、臨床的に、下肢の広範切除後に通常認められ

る範囲内と判断された。ただし、6 月下旬の外来診療時に患者が訴えた「鼠径部

の血管の浮き上がり」について、医師が異常な所見であると判断し、腹部・骨

盤部の造影 CT 撮影を行っていれば、下大静脈内の異常を発見できた可能性はあ
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る。 
 しかしながら、標準的な画像診断による経過観察と臨床症状からは、極めて

特異な血管内腫瘍再発を生前に診断することは困難であったと考えられる。 
(4)  生前診断による死亡回避性 

 仮に腫瘍の血管内増殖に早期に気づいていれば肺動脈幹塞栓症による突然死

を回避できた可能性はある。しかし術前術後の化学療法を行った広範切除術後

に下大静脈内に腫瘍再発をきたした本事例の根治的治療は不可能であり、死亡

を避けられた可能性はきわめて低いと判断される。 
 

5 再発防止策の提言  

5-1 手術標本の病理診断について 

 整形外科領域の骨・軟部腫瘍においては、断端の軟部組織に腫瘍が存在する

か否かに加え、脈管に腫瘍が進展していないかを判定する必要がある。 
 本例は、静脈の内膜組織内に腫瘍浸潤を認めた場合には、切断端陰性と判断

されても血管内で腫瘍再発をおこす危険があることを示した貴重な症例である。

切断端、あるいは断端近傍の血管壁内に腫瘍の存在が確認された場合には、追

加切除や局所への放射線治療の追加、あるいは術後経過観察方法を考慮する必

要がある。切断端および断端近傍の血管壁内に腫瘍が存在するか否かの検討は

極めて重要であり、今後、考慮しておくべき点である。 
5-2 術後経過観察と画像診断について 

 Ｃ病院は、骨軟部腫瘍の治癒切除例では３ヵ月毎の外来経過観察を標準とし

ている。しかし術後１年以内は、術後合併症や病状の変化にすみやかに対応す

るために、今後は、1~2 ヵ月毎の経過観察が望ましい。 
悪性度の高い骨軟部腫瘍における再発・転移様式は一般的に肺の転移または

局所再発が多く、胸部 CT や局所 MRI による経過観察が標準的である。まれな

再発・転移の症例の経験から、骨軟部腫瘍症例に生殖器の被曝問題を抱える腹

部・骨盤部 CT 検査をルーチンに行うべきか否かは今後議論が必要である。しか

し本例のような再発様式をとる症例もあることを教訓とし、患者の訴え、臨床

症状に細心の注意を払い、必要に応じて検査の追加を行うことも求められる。

最近では CT 撮影装置の進歩により短時間で広範囲の撮影が可能な機種が普及

しつつあり、CT 検査による経過観察の考え方にも変化がおこりつつある。 
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